様式第１号（第７条関係）
令和　　年　　月　　日

石川県知事　　様
　　　　　　　　　　　　　（申込者）
	住　　所

	〒


	フリガナ
	

	氏　　名
	


	電話番号
	



石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付申請書

　石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付を受けたいので、石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱第７条の規定により申し込みます。
	補助対象住宅の所在地
	

	補助対象住宅の所有者
	（所在地）
（氏　名）
（電話番号）

	補助対象事業費
	円　　

	補助金交付申請額
	円　　

	客室の規模
	客室合計(　　　)室　(　　　)㎡　定員(　　　)人

	改修工事実施期間
	工事着手予定年月日　　　　　　年　　月　　日
工事完了予定年月日　　　　　　年　　月　　日

	宿泊施設営業開始時期
	営業開始予定年月日　　　　　　年　　月　　日


【添付書類】・補助対象事業に要する経費の見積書（内訳を含む。）
・間取り図等、部屋の大きさや配置が分かる図面
・誓約書（様式第２号）・承諾書（様式第３号）・県税の納税証明書
　　　　　　 ・住宅所有者と締結した賃貸借契約書又は不動産売買契約書の写し

【市町確認欄】提出前に、申請者が市町の担当部署で下記の確認を受けてください。
	市町における確認事項
	確認欄

	①
	復興に携わる支援者の宿泊施設として事業に問題がない
	□

	②
	市町のまちづくりに係る計画や方針に対して支障がない
	□



様式第２号（第７条関係）市町確認部署　　　　　　　　　　　　　　　　受付印


令和　　年　　月　　日

石川県知事　　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	住　　所

	〒


	フリガナ
	

	氏　　名
	


	電話番号
	




誓　　　約　　　書

　石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付に当たり、次のことを誓約します。

１　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同法第２条第６号に規定する暴力団員又はこれらの者と密接な関係を有する者でないこと。

２　住宅所有者との間に、補助対象事業により改修を行うことを承諾書で取り交わすとともに、賃貸借契約又は不動産売買契約を締結すること。

３　石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付を受けた日から起算して、原則として２年間は、被災地における復旧工事事業者等（以下「支援者」という。）のための宿泊施設として活用すること。

４　支援者の宿泊施設としての需要がなくなり、他の用途として活用する場合は、活用方針について予め当該住宅が所在する市町に相談を申し出ること。

５　住宅所有者との交渉又は契約に関連して生じた問題は、当事者間で解決することとし、知事は一切関与しないことに承諾すること。

様式第３号（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

承　　諾　　書


　私は、次の宿泊運営事業者等が石川県支援者環境整備事業費補助金を利用し、次の住宅について改修を行うことを承諾します。

　また、宿泊運営事業者等との交渉又は契約に関連して生じた問題は、当事者間で解決することとし、知事は一切関与しないことに承諾します。

	住宅の所在地
	

	住宅改修を行う
宿泊運営事業者等名
	




　住宅所有者　　住　　所


　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　

様式第４号（第８条関係）
復　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日



　　　様

石川県知事　　


石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付決定通知書


　令和　　年　　月　　日付けで交付の申請のあった石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付について、次のとおり決定したので、石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱第８条の規定により通知します。

　　　１　補助金の交付予定額　　金　　　　　　　　　円
　　　
　　　２　交付条件
　　　　（１）この補助金は、石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱に基づくもので、この目的以外に使用してはなりません。
　　　　（２）次のアからウまでのいずれかに該当するときは、速やかに知事の承認又は指示を受けなければなりません。
　　　　　　ア　補助対象事業の内容を変更しようとするとき（知事が認める軽微な変更の場合を除く。）
　　　　　　イ　補助対象事業を中止しようとするとき。
　　　　　　ウ　補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又はその遂行が困難になったとき。
　　　　（３）補助対象事業が完了したときは、速やかに石川県支援者受入環境整備事業費補助金実績報告書（様式第７号）を提出しなければなりません。
　　　　（４）知事が必要があると認めるときは、書類等の検査又は実地検査を受けなければなりません。
　　　　（５）石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱の規定に違反し、交付決定の全部又は一部を取り消された場合において、当該補助金を返還しなければなりません。

様式第５号（第９条関係）
令和　　年　　月　　日

石川県知事　　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	住　　所

	〒


	フリガナ
	

	氏　　名
	


	電話番号
	




石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付変更等申請書


　令和　　年　　月　　日付け復　第　　　号により石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付の決定を受けた補助対象事業について、次のとおりその内容を（変更・中止）したいので石川県支援者受入環境整備費補助金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて申請します。
	申　請　内　容
	□　変更　　　　□　中止

	補助対象住宅の所在地
	

	（変更・中止）の年月日
	令和　　年　　月　　日

	（変更・中止）の理由
	

	（変更の場合）
変更の内容
	

	補助対象事業費
	変更前
円
	変更後
円

	補助金交付申請額
	変更前
円
	変更後
円


　添付書類
　・変更する内容及び箇所が確認できる書類
　・変更に係る経費の見積書（内訳を含む。）

様式第６号（第９条関係）
復　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日



　　　様

石川県知事　　


石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付変更等決定通知書


　令和　　年　　月　　日付けで変更等の申請のあった石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付について、次のとおり変更等の承認を決定したので、石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。


　　　１　承認の内容
　　　

　　　２　変更後の補助金交付予定額　　金　　　　　　　　　　　円
　　　

様式第７号（第１０条関係）
令和　　年　　月　　日

石川県知事　　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	住　　所

	〒


	フリガナ
	

	氏　　名
	


	電話番号
	




石川県支援者受入環境整備事業費補助金実績報告書


　令和　　年　　月　　日付け復　第　　　号により石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付の決定を受けた補助対象事業について、石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり関係書類を添えて、実績報告をします。

	補助対象住宅の所在地
	

	補助対象事業費
	円　　

	補助金交付決定額
	円　　

	改修工事実施期間
	工事着手年月日　　　　　　　　年　　月　　日
工事完了年月日　　　　　　　　年　　月　　日

	宿泊施設営業開始時期
	営業開始年月日　　　　　　　　年　　月　　日



　添付書類
　・補助対象事業費を確認することができる書類の写し
　・補助対象事業完了後の改修等した箇所の写真
　・旅館業法に基づく営業許可書の写し又は住宅宿泊事業法に基づく届出の写し
　

様式第８号（第１１条関係）
復　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日



　　　様

石川県知事　　


石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付額確定通知書


　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった石川県支援者受入環境整備事業費補助金の交付に対し、次の条件を付けて補助金として　　　　　　　円を交付することを決定し、あわせてその額を確定したので通知します。

　　　１　この補助金は、石川県支援者受入整備環境補助金補助金交付要綱に基づくもので、この目的以外に使用してはなりません。
　　
　　　２　知事が必要があると認めるときは、書類等の検査又は補助対象事業の執行状況についての実地検査を受けなければなりません。

　　　３　石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付要綱の規定に違反し、交付の決定の全部又は一部を取り消された場合で、その取り消しに係る部分に関し、既に補助金の交付を受けているときは、当該補助金を返還しなければなりません。

様式第９号（第１２条関係）
令和　　年　　月　　日

石川県知事　　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	住　　所

	〒


	フリガナ
	

	氏　　名
	


	電話番号
	




石川県支援者受入環境整備事業費補助金交付請求書


　令和　　年　　月　　日付け復　第　　　号により補助金の額の確定通知があった石川県支援者受入環境整備事業費補助金について、石川県支援者受入環境整備費補助金交付要綱第１２条の規定により、次のとおり請求します。

	請　求　金　額
	円　　



　振込先
	金融機関名
	

	口座種目
	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人
	（フリガナ）







